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Ⅰ．調査概要 

 
１．調査の目的 

この調査は、県内の民間事業所に雇用されている労働者の労働条件等を把握し、その実態を明ら

かにするとともに、今後の労働行政の基礎資料とすることを目的とする。 

 

２．調査対象 

（１）地 域：県内全域 

（２）産 業：日本標準産業分類（平成 25年 10 月改訂）による大分類に掲げる産業のうち、次に属

する事業所を除いた全産業。 

大分類「01 農業、林業」、「02漁業」、「Ｓ公務」 

中分類「94 -宗教」 

小分類「765 -酒場、ビアホール」、「766 -バー、キャバレー」 

（３）規模等：経済センサス等に基づく事業所母集団データベース（令和 2年次フレーム）における

県内の事業所の中から、産業大分類事業所比率、従業員規模を考慮し、無作為に抽出

した 2,000 事業所。 
 

３．調査基準日 

令和 4年 7月 31 日 

 

４．調査方法 

郵送調査法 

 
５．調査項目 

「参考資料 令和 4年度 沖縄県労働条件等実態調査 調査票」 

 

６．回収結果及び有効回答数 

回 収 件 数 ：６３２件（回収率：31.6％） 

有効回答件数：６３２件 

 

７．利用上の留意事項 

○集計表の数値は、小数点以下第 2 位を四捨五入しているので、割合が 100％とならない場合がある。 

○複数回答（２つ以上の選択肢を回答）の設問では、選択肢の回答比率の合計が 100％を超える場合

がある。 

○従業員規模別等で集計した場合、従業員規模別等それぞれに不明のサンプルがあるため、各項目

のサンプル数の内訳の合計が全体のサンプル数と合致しない場合がある。 

○業種別等で集計した際、特定の業種等でサンプル数が著しく少ないケースがある。 

○本調査の調査対象事業所は、無作為に抽出されているものであり、集計事業所について前年と同一

性が確保されているわけではないため、前年以前の調査結果との比較には注意する。 

〇構成比は小数点以下第 2 位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100％とはならない。 
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８．本調査における産業の分類について 

産業の分類項目は以下の通りである。本調査では０４～１９までの１６項目を対象とする。 

◆日本標準産業大分類項目表 

０４～１９までの１６項目分類 

０１ 農業、林業 

０２ 漁業 

０３ 鉱業、採石業、砂利採取業 

０４ 建設業 

０５ 製造業 

０６ 電気・ガス・熱供給・水道業 

０７ 情報通信業 

０８ 運輸業、郵便業 

０９ 卸売業、小売業 

１０ 金融業、保険業 

１１ 不動産業、物品賃貸業 

１２ 学術研究、専門・技術サービス業 

１３ 宿泊業、飲食サービス業 

１４ 生活関連サービス業、娯楽業 

１５ 教育、学習支援業 

１６ 医療、福祉 

１７ 複合サービス事業 

１８ サービス業（他に分類されないもの） 

１９ その他 
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Ⅱ．調査結果 

 
１．調査回答事業所の属性 

（１）回答事業所の業種及び従業員規模 

回答事業所の業種割合は、「医療、福祉」（27.8％）が最も多く、次いで「卸売業、小売業」（15.2％）、「建

設業」（10.6％）と続く。 

事業所従業員規模は、「10人～29人」（30.9％）、「30人～99人」（25.6％）、「10人未満」（23.9％）、「100人

～299人」（13.4％）、「300人以上」（6.2％）と続く。 

 

図表１ 回答事業所の業種及び従業員規模 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※割合については、上段：当該業種に占める構成割合、下段：当該規模に占める構成割合 

  

規模別
業種別 割合 割合 割合 割合 割合 割合

632 100.0% 151 23.9% 195 30.9% 162 25.6% 85 13.4% 39 6.2%
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

67 100.0% 24 35.8% 33 49.3% 8 11.9% 2 3.0% 0 0.0%
10.6% 15.9% 16.9% 4.9% 2.4% 0.0%

28 100.0% 1 3.6% 12 42.9% 6 21.4% 8 28.6% 1 3.6%
4.4% 0.7% 6.2% 3.7% 9.4% 2.6%

7 100.0% 2 28.6% 1 14.3% 1 14.3% 2 28.6% 1 14.3%
1.1% 1.3% 0.5% 0.6% 2.4% 2.6%

14 100.0% 3 21.4% 2 14.3% 6 42.9% 2 14.3% 1 7.1%
2.2% 2.0% 1.0% 3.7% 2.4% 2.6%

43 100.0% 5 11.6% 10 23.3% 14 32.6% 11 25.6% 3 7.0%
6.8% 3.3% 5.1% 8.6% 12.9% 7.7%

96 100.0% 23 24.0% 26 27.1% 28 29.2% 13 13.5% 6 6.3%
15.2% 15.2% 13.3% 17.3% 15.3% 15.4%

9 100.0% 1 11.1% 2 22.2% 2 22.2% 1 11.1% 3 33.3%
1.4% 0.7% 1.0% 1.2% 1.2% 7.7%

7 100.0% 4 57.1% 3 42.9% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
1.1% 2.6% 1.5% 0.0% 0.0% 0.0%

22 100.0% 5 22.7% 7 31.8% 7 31.8% 2 9.1% 1 4.5%
3.5% 3.3% 3.6% 4.3% 2.4% 2.6%

38 100.0% 13 34.2% 12 31.6% 7 18.4% 5 13.2% 1 2.6%
6.0% 8.6% 6.2% 4.3% 5.9% 2.6%

10 100.0% 2 20.0% 4 40.0% 2 20.0% 1 10.0% 1 10.0%
1.6% 1.3% 2.1% 1.2% 1.2% 2.6%

23 100.0% 5 21.7% 8 34.8% 6 26.1% 3 13.0% 1 4.3%
3.6% 3.3% 4.1% 3.7% 3.5% 2.6%

176 100.0% 38 21.6% 56 31.8% 51 29.0% 18 10.2% 13 7.4%
27.8% 25.2% 28.7% 31.5% 21.2% 33.3%

17 100.0% 6 35.3% 4 23.5% 5 29.4% 1 5.9% 1 5.9%
2.7% 4.0% 2.1% 3.1% 1.2% 2.6%

16 100.0% 5 31.3% 4 25.0% 3 18.8% 2 12.5% 2 12.5%
1.9% 3.3% 2.1% 1.9% 2.4% 5.1%

59 100.0% 14 23.7% 11 18.6% 16 27.1% 14 23.7% 4 6.8%
7.1% 9.3% 5.6% 9.9% 16.5% 10.3%

15サービス業（修理、自動車整備、廃棄物処理、人
材派遣など）

16その他

10人未満 10人～29人

12教育、学習支援業（学習塾等）

13医療、福祉

14複合サービス業（郵便局、協同組合など）

30人～99人 100人～299人 300人以上

11生活関連サービス業（理容、美容、銭湯、遊技
業）

全体

1建設業

2製造業

3電気・ガス・熱供給・水道業

4情報通信業

5運輸業

6卸売業・小売業

7金融業・保険業

8不動産業、物品賃貸業

9学術研究、専門・技術サービス業（広告業含む）

10宿泊業、飲食サービス業

総数
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（２）雇用形態 

回答事業所全体の従業員数は53,612人となっており、そのうち正社員は59.1％、非正規社員40.9％となっ

ている。 

従業員のうち、正社員男性 は30.8％、正社員女性は28.4％となっている。 

非正規社員で最も多いのは「パート・女性」（15.7％）、以下、「契約社員・男性」（7.2％）、「契約社員・女

性」（7.0％）、「パート・男性」（4.7％）となっている。 

業種別にみると、正社員の割合が最も高い業種は「電気・ガス ・熱供給・水道業」で92.6％となっている。

一方、正社員の割合が最も低い業種は「卸売業・小売業」の33.4％、「学術研究、専門・技術サービス業（広

告業含む）」の33.4％となっている。 

男性正社員の割合が最も多い業種は「電気・ガス・熱供給・水道業」（79.2％）、女性正社員の割合が最も

多い業種は「運輸業」（53.0％）である。 

 

図表２－1 性別・雇用形態別従業員数（割合） 

図表２－１ 性別・雇用形態別従業員数（割合） 
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図表２－２ 性別・雇用形態別従業員数（実数） 
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図表３－１ 雇用形態別の労働者数（合計） 
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図表３－２ 雇用形態別の労働者数（男） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

正社員 契約社員 パート 派遣労働者 その他
全体 67.7% 15.8% 10.3% 2.6% 3.5%
【業種別】
1.建設業 84.9% 6.1% 5.4% 0.1% 3.5%
2.製造業 75.4% 15.3% 4.6% 1.7% 3.0%
3.電気・ガス・熱供給・水道業 96.4% 2.6% 0.1% 0.0% 0.9%
4.情報通信業 83.3% 3.7% 0.0% 3.3% 9.7%
5.運輸業 66.2% 16.9% 4.9% 7.1% 4.9%
6.卸売業・小売業 56.4% 10.0% 29.2% 0.9% 3.5%
7.金融業・保険業 81.0% 4.0% 5.8% 6.6% 2.4%
8.不動産業、物品賃貸業 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
9.学術研究、専門・技術サービス 40.4% 51.1% 4.7% 2.7% 1.1%
10.宿泊業、飲食サービス業 47.5% 26.9% 22.3% 1.1% 2.1%
11.生活関連サービス業 54.3% 30.9% 14.7% 0.0% 0.0%
12.教育、学習支援業 56.8% 32.9% 6.4% 0.2% 3.6%
13.医療、福祉 75.8% 9.9% 9.9% 0.2% 4.3%
14.複合サービス業 73.2% 21.5% 4.1% 0.0% 1.2%
15.サービス業 52.5% 21.5% 5.8% 17.9% 2.3%
16.その他 60.8% 20.5% 13.0% 2.0% 3.6%
【規模別】
10人未満 82.6% 7.0% 7.7% 0.2% 2.4%
10人～29人 75.8% 7.2% 13.3% 0.2% 3.5%
30人～99人 65.3% 12.7% 15.0% 0.6% 6.3%
100人～299人 70.2% 17.9% 7.8% 1.8% 2.4%
300人以上 64.7% 17.3% 10.0% 4.8% 3.3%
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図表３－３ 雇用形態別の労働者数（女） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  正社員 契約社員 パート 派遣労働者 その他
全体 52.0% 12.9% 28.7% 3.7% 2.7%
【業種別】
1.建設業 55.3% 3.6% 38.5% 1.5% 1.1%
2.製造業 35.3% 19.1% 36.1% 3.9% 5.7%
3.電気・ガス・熱供給・水道業 75.1% 10.7% 10.7% 3.0% 0.4%
4.情報通信業 78.8% 4.1% 3.0% 6.6% 7.5%
5.運輸業 87.9% 2.6% 4.5% 4.3% 0.7%
6.卸売業・小売業 17.2% 4.9% 76.6% 0.8% 0.5%
7.金融業・保険業 55.9% 4.7% 18.0% 15.7% 5.8%
8.不動産業、物品賃貸業 73.7% 0.0% 26.3% 0.0% 0.0%
9.学術研究、専門・技術サービス 24.3% 54.7% 10.9% 9.8% 0.2%
10.宿泊業、飲食サービス業 35.5% 19.2% 43.9% 1.2% 0.2%
11.生活関連サービス業 23.9% 22.3% 53.8% 0.0% 0.0%
12.教育、学習支援業 46.6% 34.1% 10.9% 4.5% 3.9%
13.医療、福祉 60.0% 15.9% 19.6% 0.8% 3.7%
14.複合サービス業 52.9% 33.4% 11.6% 1.0% 1.0%
15.サービス業 28.1% 8.5% 19.8% 41.5% 2.1%
16.その他 23.6% 13.4% 57.5% 1.0% 4.6%
【規模別】
10人未満 52.7% 6.0% 38.7% 0.2% 2.4%
10人～29人 52.5% 12.1% 33.8% 0.5% 1.1%
30人～99人 39.0% 14.2% 39.7% 1.9% 5.2%
100人～299人 42.7% 19.5% 33.1% 1.8% 2.9%
300人以上 58.4% 10.5% 23.7% 5.2% 2.2%
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（３）性別・雇用形態別採用人数 

直近１年間（令和3年8月1日～令和4年7月31日）で採用した従業員数は16,967人となっており、そのうち

正社員は55.4％、非正規社員は44.6％となっている。 

採用した従業員のうち、正社員男性は26.1％、正社員女性は29.3％。若干ではあるが女性の方が多い。 

非正規社員のうち、最も多いのは「パート・女性」で10.0％、次いで「派遣労働者・女性」で9.7％となってい

る。非正規社員の中では「派遣労働者」の占める割合が最も高く、18.6％となっている。 

正社員採用の割合が高い業種は、業種別にみると「電気・ガス・熱供給・水道業」（87.5％）、「不動産業、

物品賃貸業」（85.7％）などとなっている。 

採用した従業員に占める正社員の割合を規模別にみると、「10人未満」（72.2％）が最も割合が多く、最も

割合が低い規模は「300人以上」（52.4％）となっている。 

 

図表４－１ 性別・雇用形態別採用人数（割合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）集計対象は直近１年間に従業員を採用した事業所  
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図表４－２ 性別・雇用形態別採用人数（実数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）集計対象は直近１年間に従業員を採用した事業所 
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16,967 9,401 4,424 4,977 7,566 1,468 758 710 2,569 873 1,696 3,156 1,505 1,651 373 209 164

1建設業 240 171 136 35 69 9 9 0 45 27 18 1 0 1 14 14 0

2製造業 348 203 108 95 145 78 38 40 57 18 39 10 7 3 0 0 0

3電気・ガス・熱供給・水道業 8 7 6 1 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4情報通信業 204 106 46 60 98 6 4 2 1 0 1 35 8 27 56 31 25

5運輸業 6,385 3,325 1,804 1,521 3,060 84 75 9 101 45 56 2,855 1,423 1,432 20 18 2

6卸売業・小売業 2,074 1,086 462 624 988 90 61 29 854 302 552 17 8 9 27 24 3

7金融業・保険業 261 146 46 100 115 23 14 9 70 17 53 2 1 1 20 5 15

8不動産業、物品賃貸業 14 12 9 3 2 0 0 0 2 0 2 0 0 0 0 0 0

9学術研究、専門・技術サービス業
（広告業含む）

611 316 161 155 295 167 108 59 48 13 35 79 24 55 1 0 1

10宿泊業、飲食サービス業 1,192 616 290 326 576 184 109 75 319 127 192 23 11 12 50 22 28

11生活関連サービス業
（理容、美容、銭湯、遊技業）

142 82 33 49 60 20 16 4 40 8 32 0 0 0 0 0 0

12教育、学習支援業（学習塾等） 502 280 125 155 222 139 75 64 35 13 22 28 1 27 20 11 9

13医療、福祉 3,046 1,909 596 1,313 1,137 457 121 336 465 110 355 52 7 45 163 82 81

14複合サービス業
（郵便局、協同組合など）

113 72 35 37 41 23 9 14 13 6 7 3 0 3 2 2 0

15サービス業(修理、自動車整備、廃棄
物処理、人材派遣など)

312 191 100 91 121 27 19 8 52 17 35 42 15 27 0 0 0

16その他 1,515 879 467 412 636 160 99 61 467 170 297 9 0 9 0 0 0

10人未満 227 164 82 82 63 14 5 9 45 12 33 0 0 0 4 2 2

10人～29人 1,178 755 341 414 423 81 28 53 290 93 197 3 0 3 49 32 17

30人～99人 2,185 1,273 604 669 912 227 108 119 551 230 321 66 19 47 68 37 31

100人～299人 3,357 1,963 1,037 926 1,394 592 324 268 670 224 446 78 46 32 54 36 18

300人以上 10,020 5,246 2,360 2,886 4,774 554 293 261 1,013 314 699 3,009 1,440 1,569 198 102 96
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（４）新規学卒者の採用有無 

直近１年間（令和3年8月1日～令和4年7月31日）で新規学卒者を採用した人数は629人となっている。 

雇用形態別に見てみると、新規学卒者のうち正社員は462人（73.4％）、うち男性は285人（45.3％）、女性

は177人（28.1％）である。一方、新規学卒者の非正規社員は全体で167人（26.6％）となっており、正社員の

割合が上回っている。最も採用した人数が多いのは「正社員・男性」（45.3％）である。 

業種別では新規学卒者を採用した事業所割合の高い業種は、「医療、福祉」（46.3％）となっている。 

従業員規模別にみると、「10人未満」では1.1％、「10人～29人」では8.4％、「30人～99人」では14.9％、

「100人～299人」では22.6％、「300人以上」では52.9％となっている。 

 

図表５－１ 新規学卒者の採用人数の割合（割合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）集計対象は直近１年間に従業員を採用した事業所  
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図表５－２ 新規学卒者の採用人数の割合（実数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）集計対象は直近１年間に従業員を採用した事業所 

 

 

  


